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はじめに

モノ，カネ，ヒト，情報などが世界大で活発

に移動するような形で進む経済のグローバリ

ゼーションが我々の経済・社会に大きな影響を

与えるようになっており，政府や企業だけでは

なく，国民の間でもグローバリゼーションへの

関心が高まっている。グローバリゼーションが

加速した 1980 年代から世界金融危機が発生す

る 2007 年頃までの経済成長が順調に進展して

いた時期においては，グローバリゼーションは

経済成長推進において重要な役割を果たすとい

う肯定的な見方が多かった。しかし，世界金融

危機以降，経済成長が鈍化し，失業の増加や所

得格差の拡大が深刻化すると，それらの問題の

原因はグローバリゼーションであるとする見方

が広まり，反グローバリゼーションの動きが拡

大した。さらに，2019 年末に中国の武漢で発

生した新型コロナ・ウィルスが，グローバリ

ゼーションが進展した世界において，ヒトの活

発な移動を媒介として瞬く間に世界各国に拡散

し，多くの感染者や死者を発生させ，経済や社

会に大きな衝撃を与えたことから，再び，グ

ローバリゼーションの功罪に対する関心が高

まっている。本稿では，以上のような世界にお

けるグローバリゼーションの進展や影響などを

踏まえて，日本経済のグローバリゼーションに
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日本経済の

グローバリゼーション
：実態と影響

日本経済は貿易や対外直接投資などの拡大を通して対外面でのグローバリゼーションを進めることで成長を

実現させてきた。一方，対内直接投資を受け入れることによる対内面でのグローバリゼーションは遅れてお

り，成長の機会を活かせていない。日本経済のグローバリゼーションの特徴は高成長を続けるアジアとの生産

のネットワークなどを通じての緊密な関係である。今後の経済成長の実現にはグローバリゼーションの進展が

必要であるが，そのためには，新型コロナや将来発生する可能性が高い感染症，米中貿易戦争・覇権競争，保

護主義の三つのリスクへの対応が不可欠である。これらのリスクに対しては，それぞれのリスクに対して異な

る対応もあるが，共通の対応もある。日本政府および日本企業にとって重要な共通の対応としては，国際ルー

ルの構築・実施および人材育成が挙げられる。



ついて，実態および日本経済への影響を検討

し，今後の対応について考えてみたい。

Ⅰ 日本経済のグローバリゼーション

日本経済のグローバリゼーションを貿易と直

接投資の国内総生産（GDP）との比率でみる

と，貿易については 1990 年代前半以降，直接

投資については 1980 年代以降に進展している

ことが分かる（図 1）。但し，貿易や対外直接

投資と比べると，対内直接投資の伸びが極めて

緩慢である。対内直接投資が低水準であること

は，他の国々の状況と比較することで鮮明に表

れる。表 1には，2018 年・2019 年時点での世

界主要国における GDP に占める輸出と輸入お

よび対外直接投資と対内直接投資の割合が示さ

れている1)。輸出および輸入に関しては，欧州

諸国や韓国と比べると低い割合であるが，中国

とはほぼ同じ割合であり，米国と比べると高い
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表1 各国経済のグローバル化 （対GDP比率，％）

貿易（2018 年） 直接投資（2019 年）

輸出 輸入 対外 対内

世界 30.1 29.3 39.4 41.5

日本 18.5 18.3 35.8 4.4

中国 19.1 18.3 14.6 12.3

韓国 41.7 37.3 26.7 14.5

フランス 31.7 32.8 56.4 32.0

ドイツ 47.4 41.2 44.5 24.7

イギリス 30.6 32.0 68.9 73.4

米国 12.3 15.2 36.0 44.2

注：直接投資は年末残高

資料：貿易比率およびGDP：世界銀行，World Development

Indicators online

https://databank.worldbank.org/reports.aspx?source=world-

development-indicators

直接投資：UNCTAD，FDI database online

https: //unctadstat.unctad.org/wds/TableViewer/tableView.

aspx?ReportId=96740

図1 日本の貿易（財・サービス）および直接投資（残高）：対GDP比（％）

資料：貿易比率およびGDP：世界銀行，World Development Indicators online

https://databank.worldbank.org/reports.aspx?source=world-development-indicators

直接投資：UNCTAD、FDI database online

https://unctadstat.unctad.org/wds/TableViewer/tableView.aspx?ReportId=96740

https: //unctadstat.unctad.org/wds/TableViewer/tableView.aspx?ReportId=96740


割合である。一般的な傾向として，経済規模が

大きな国は対外依存が低いことから，日本の状

況は特段変わっているわけではない。一方，直

接投資については，日本は他の国々と比較し

て，かなり変わっている。一つは，対外直接投

資と対内直接投資の大きな違いであり，今一つ

は，それとも関連するが，対内直接投資の低さ

である。直接投資の実態からは，日本経済のグ

ローバリゼーションは対外的にはかなり進展し

ているが，対内的には限定的であることが分か

る。本節では，はじめに日本企業のグローバリ

ゼーション，つまり日本経済の対外面でのグ

ローバリゼーションについて検討し，次に外国

企業の日本への進出に焦点を当て，対内面での

グローバリゼーションを検討する。

1．日本企業による海外経済活動の拡大

1980 年代以降における日本経済のグローバ

リゼーションの特徴として，アジア諸国，その

中でも中国や ASEAN などの東アジア諸国と

の関係を緊密化させたことがある。日本経済の

東アジア諸国との関係の拡大は，他の諸国と比

べて東アジア諸国が高い経済成長率を記録して

いたことから，当然の成り行きであると言える

かもしれない。しかし，東アジア諸国の経済成

長に日本が大きく貢献したことや，日本企業が

東アジア諸国との間に生産ネットワーク2) を構

築したことなどを考えると，日本と東アジア諸

国との経済関係の緊密化は注目すべき動きであ

る。

貿易

日本経済のグローバリゼーションの特徴を明

らかにするために，貿易の地域別および品目別

の統計を見ることから始めよう（表 2）。1990

年から 2018 年にかけて，日本の世界への輸出

と世界からの輸入は，各々，2.7 倍と 3.1 倍に

増加した。地域別構成では，東アジアとの貿易

が大きく増加した結果，同期間において，日本

の輸出および輸入に占める東アジアのシェア

は，それぞれ 32.2％と 27.5％から 48.8％と

42.3％へと大きく拡大した。東アジアの中でも

特に中国のシェアの拡大が著しい。中国のシェ

アは 1990 年には輸出では 3％，輸入では 5.1％

であったが，2018 年には，それぞれ 21.2％と

21.8％へと大きく上昇した。その間，輸出と輸

入に占める ASEAN のシェアは 12〜13％でほ

ぼ一定であり，その他の東アジアのシェア（表

には示されていない）もそれほど大きく変化し

なかったことから，日本の貿易に占める東アジ

アのシェアの大きな拡大は中国との貿易の拡大

によるものであることが分かる。

商品構成では，日本の輸出の大部分は中間財

と最終財である。但し，日本政府が近年力を入

れている農林水産品の輸出では規模は小さい

が，大きく伸びていることが分かる。東アジア

への輸出では中間財が大きなシェアを占めてい

るのに対して，同地域からの輸入では最終財の

シェアが高い。このような貿易構造の背景に

は，日本と東アジアとの間には，日本から中間

財が東アジアへ輸出され，東アジアで最終財に

組み立てられ，最終財が日本に輸出されるとい

う生産ネットワークの存在がある3)。生産ネッ

トワークの構築にあたっては日本からの直接投

資が大きく寄与しているが，この点については

後述する。

日本の東アジアとの貿易が大きく拡大したの

とは対照的に，日本のEU28 や米国との貿易は

それほど大きく拡大しなかった。その結果，日

本の貿易に占める両地域・国の割合は低下し
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た。1990 年では米国が日本にとって輸出入共

に最大の貿易相手国であったが，2018 年には

その座を中国に取って代わられた。

対外直接投資

日本企業による対外直接投資は 1980 年代半

ば以降，大きく拡大している4)。対外投資残高

は 1985 年末には 580 億ドルであったが 2000 年

末には約 6 倍の 2,780 億ドル，2019 年末には

実に 41 倍の 1兆 8,180 億ドルまで増加した5)。

2019 年時点では対外投資残高全体に占めるア

ジア，米国，EU28 のシェアは各々約 27％でほ

ぼ同じであった。また，業種では製造業が

41％，非製造業が 59％であり，非製造業では，

金融（21％），卸売・小売（15％），製造業では

化学（10％）と輸送機械（8％）が大きなシェ

アを占めていた。

1980 年代半ば以降に日本企業による対外直

接投資が増加した最も重要な要因としては，

1985 年 9 月のプラザ合意をきっかけとした急

激な円高が挙げられる。急激な円高は，海外資

産の購入を容易にしたことから，日本企業は積

極的に対外直接投資を行った。金額でみると，

金融や不動産などのサービス部門による欧米諸

国への投資が大きな位置を占めていた6)。

一方，急激な円高により，国内での生産で競

争力を失った日本の輸出生産企業は対外直接投

資によりアジアを中心として海外に生産拠点を

設立し，海外拠点から輸出を開始した。日本企

業が輸出生産のための拠点としてアジアを選ん

だ理由としては，アジア諸国とは貿易などを通

じて緊密な経済関係を構築していたこと，低賃
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表2 日本の貿易構造

貿易額（10 億ドル） 割合（％）

年 世界 東アジア 中国 ASEAN EU28 米国 世界 東アジア 中国 ASEAN EU28 米国

輸出

合計 1990 294 95 9 37 67 93 100 32.2 3.0 12.5 22.9 31.4

2018 781 381 165 98 97 137 100 48.8 21.2 12.5 12.4 17.6

一次産品 1990 1 1 0 0 0 0 100 66.4 2.0 12.0 14.0 7.4

2018 9 7 3 1 1 0 100 75.3 33.4 10.5 6.5 2.9

中間財 1990 131 58 5 22 23 35 100 44.4 4.0 17.0 17.6 26.9

2018 459 262 107 72 49 60 100 57.1 23.3 15.7 10.7 13.2

最終財 1990 162 36 3 14 44 57 100 22.1 2.1 8.9 27.2 35.3

2018 313 113 56 25 47 76 100 36.1 17.7 7.9 15.0 24.4

輸入

合計 1990 233 64 12 29 38 52 100 27.5 5.1 12.6 16.3 22.3

2018 723 306 158 103 85 78 100 42.3 21.8 14.2 11.8 10.7

一次産品 1990 67 14 4 9 1 11 100 20.3 5.5 13.3 1.3 16.3

2018 154 15 2 12 1 12 100 9.5 1.3 7.5 0.7 7.6

中間財 1990 93 27 3 15 17 21 100 28.7 3.0 16.1 17.8 22.8

2018 306 144 60 51 33 38 100 47.0 19.6 16.8 10.6 12.4

最終財 1990 73 24 5 5 21 20 100 32.6 7.4 7.4 28.2 27.3

2018 262 147 96 40 52 28 100 56.1 36.5 15.2 19.7 10.6

資料：経済産業研究所，RIETI-TID2019 https://www.rieti.go.jp/jp/projects/rieti-tid/



金労働者が多く存在していたこと，港湾や道路

などのインフラが他の発展途上国と比較して整

備されていたことなどが挙げられる7)。多くの

アジア諸国が直接投資による雇用機会の拡大や

技術移転などのメリットの獲得を目指して，海

外直接投資を誘致すべく対内投資自由化政策や

様々な投資優遇措置を講じたことも日本企業に

よる直接投資を引き付けた。

アジアに進出した日本企業の中で部品を多く

使う電子電機機械や輸送機械の生産に携わる企

業は，生産システムを工程やタスクごとに分解

し，それらを直接投資によって最も効率的に行

うことができる国に拠点を設立し配置した。

ボールドウィンが第二のアンバンドリングと呼

ぶ状況が展開されたのである8)。企業はそれら

の拠点で部品を生産し，生産した部品を拠点間

で取引し，最終的には組み立て地に集めて製品

を完成させる。このように構築された生産ネッ

トワークは，当初は日本の本社と海外子会社や

系列企業などが参加する閉ざされた組織であっ

たが，時間の経過と共に現地企業や他国の企業

等も参加するような開放的になったものも多

い。

21 世紀に入ってからも日本企業による対外

直接投資は継続的に拡大している9)。その背景

には，2007 年に発生した世界金融危機以前に

おける世界経済の順調な成長によって投資機会

が拡大したことがあった。また，世界金融危機

後においては，経済回復のために多くの国々が

金融緩和政策を採用したことで投資資金が豊富

に存在していたことも直接投資を拡大させた。

そのような中で，日本企業にとって固有の事情

としては，日本経済の低迷がある。日本経済は

1990 年代初めのバブルの崩壊をきっかけとし

て，低成長に陥ったが，様々な回復策を講じた

にも拘わらず，低成長は長期に亘った。有効な

経済政策が実施されなかったという理由もある

が，根本的には出生率低下により少子高齢化が

急速に進み，日本経済の将来に対して悲観的な

見方が広がったことで，消費者は消費を控え，

企業は投資を控えたことが低成長を継続させ

た。このような日本経済の状況において，日本

企業は豊富な投資資金を国内ではなく，海外へ

の投資に回したのである。

2．極めて低水準にある対日直接投資

対日直接投資残高は米ドルベースでは 2000

年以降ほぼ継続的に増加しており，2019 年末

では 2000 年末の約 6 倍の 3,100 億ドルを上

回った10)。しかし，表 1 で見たように GDP 比

で見ると世界の他の国々と比べて対内直接投資

残高が極めて低い。日本政府は対内直接投資に

よる経済の活性化や生産性の向上への貢献に着

目して，90 年代から対内直接投資の拡大に向

けて方策を検討し，対日進出にあたっての障害

の削減・撤廃を進めると共に日本貿易振興機構

（ジェトロ）などの組織を通して対日投資推進

策を講じてきたが，依然として他国との格差は

大きい。

対日直接投資の投資国・地域としては，先進

地域が大きなシェアを占めている。欧州が全体

の 39％（2018 年末），米国は 26％であり，ア

ジアは 23％であった11)。業種別では，製造業

が 41％，非製造業が 59％であり，非製造業の

中の金融・保険が 39％と最も大きなシェアを

占めていた。製造業では電気機械と輸送機械が

各々 11％と 15％で，比較的に大きなシェアを

占めていた。対日直接投資は他の先進諸国の対

内投資と比較すると合併・買収（M&A）と比

べて新規投資（グリーンフィールド投資）の割
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合が大きい。全体の対内直接投資に占める

M&Aの割合は米国，フランス，英国，ドイツ

が各々 69％，65％，63％，55％であるのに対

して，日本は 47％であった12)。

対日直接投資の阻害要因に関しては，多くの

アンケート調査が行われている13)。2019 年度

に実施された野村総合研究所による「欧米アジ

アの外国企業の対日投資関心度調査」14) では，

本社所在地が欧州，北米又はアジア・オセアニ

アにあるグローバル企業 116 社から有効回答を

得ているが，その中でビジネス環境と生活環境

について「アジアの他国・地域に比べて，日本

の弱みは何だと思いますか」という質問に答え

た 106 社によると，ビジネス環境の弱みとして

は，英語での円滑なコミュニケーション（52

社），事業活動コスト（44 社），税率（14 社），

市場の成長性（13 社）などが多くの企業によ

り指摘されている。事業活動コストについて

は，初期設備投資額や人件費の高さが指摘され

ている。生活環境についての弱みとしては，外

国語による生活（36 社），外国人を受け入れる

文化（31 社），防災対応（22 社），気象・気候

条件（18 社）などが挙げられている。

世界銀行が 2019 年 9 月に発表した 190 カ国

におけるビジネス環境に関する調査結果による

と，日本は 29 位にランクされている15)。項目

別にみると，日本の順位が特に低いのは，事業

開始（106 位）と融資の取得（94 位）であっ

た。事業開始の内容としては事業開始に必要な

手続き，時間，設備投資などの費用が含まれて

おり，前掲の野村総合研究所の調査結果と整合

的である。対日投資の阻害要因として規制が指

摘されることがあるが，OECD の調査による

と，他の OECD 諸国と比べて規制が厳しいと

いうことはない。規制の厳しさを数値化してい

る直接投資制限度指標（低いほど規制の程度が

緩やかである）で測ると，日本は 0.052 で

OECD 平均（0.064）や米国（0,089）よりも

規制は厳しくない16)。因みに中国と韓国の同

指標は 0.135 と 0.244 で，日本よりもかなり制

限的である。

上述した調査結果は対日投資促進にあたって

有益な情報であるが，政策として対応できる問

題点と対応が難しい問題点とに分ける必要があ

る。税率や事業開始にあたっての手続きなどは

対応できるが，英語での円滑なコミュニケー

ションや外国人を受け入れる文化への対応は難

しい。また，外国企業だけに対する問題だけで

はなく，日本企業にとっても問題となっている

項目があることも認識しておくことが重要であ

る。税率，市場の成長性，防災対応などは日本

企業も直面する問題である。

Ⅱ 日本経済への影響

日本経済のグローバリゼーションの日本経済

への影響については，メリットとデメリットが

考えられる。メリットとしては，輸入や対内直

接投資の拡大によって可能となる低価格で多様

な財・サービスの消費の増大や貿易や直接投資

の拡大による経済成長の実現などが挙げられ

る。一方，デメリットとしては，所得格差の拡

大や輸入や対外直接投資の増大による雇用機会

の減少などが考えられる。以下では，始めにメ

リットについて，経済成長の推進にあたって重

要な役割を果たす日本企業の生産性向上への影

響を中心に考察し，その後にデメリットについ

て検討する。

日本経済にとって日本企業のグローバリゼー

ションから獲得できる最も大きなメリットは
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様々なチャンネルを通じて実現される生産性の

向上である。日本企業は輸出や対外直接投資な

どによって海外での活動を行うことで，企業が

所有する労働や資本などの生産要素の効率的使

用を実現する。実際，日本企業に関する実証分

析では，輸出や対外直接投資を行う企業は，国

内だけで経済活動を行う企業と比べて生産性が

高いこと（選択効果）だけではなく，海外で外

国企業との競争・交流を通じて優れた技術や経

営ノウハウなどを獲得し，生産性を上昇させる

こと（学習効果，スピルオーバー）が確認され

ている17)。

企業によるグローバリゼーションのメリット

には生産ネットワークに関わるものがある。技

術や経営ノウハウなどのスピルオーバーは，企

業間・事業所間での継続的取引が行われている

生産ネットワークを媒介として実現する場合が

多い18)。自然災害や金融危機などのショック

の際には，生産ネットワーク内で行われる取引

は生産ネットワーク外で行われる取引と比べ

て，ショックからの回復が早く，強靭性に富ん

でおり，経済を安定化させる機能を持つ19)。

グローバリゼーションのメリットを企業の生

産性向上効果に着目して議論したが，それを数

値で捉えることは難しい。そこで，高い生産性

が企業の収益に反映されると想定して，日本企

業による海外事業での収益を用いて，日本企業

によるグローバリゼーションの日本経済へのメ

リット・貢献を測ることにしよう20)。日本の

直接投資収益は 2000 年から 2019 年の 19 年間

で 1 兆 8000 億円から 14 兆 4000 億円へと大き

く拡大し，経常収支に占める直接投資収益の割

合は 12.8％から 70.2％へと大きく上昇し

た21)。2019 年において国民総所得に占める直

接投資収益の割合は約 2.5％であったが，今

後，アジアを始めとした諸外国は日本よりも高

い経済成長を実現すると予想されていることか

ら，この割合は上昇すると思われる。因みに，

2019 年の直接投資収益に占めるアジアからの

直接投資収益の割合は 43％であった。

前節では，日本への対内直接投資が極めて低

水準であることを確認した。日本経済は，直接

投資に関してはグローバル化が遅れているので

ある。対内直接投資の水準が低いことで，日本

経済は成長の機会を逃していることを認識しな

ければならない。対内直接投資受入れのメリッ

トとしては，優れた技術や経営ノウハウの獲得

による生産性向上効果，競争圧力の強化による

経済活性化効果，雇用拡大効果などが挙げられ

る22)。

経済のグローバリゼーションにより発生する

可能性があるデメリットとしては，輸入の増加

や海外直接投資の拡大による国内の産業や地域

の空洞化，雇用機会の喪失などが挙げられる。

空洞化は産業や社会の衰退という深刻な問題を

生むが，その実態を定量的に捉えて分析するこ

とは難しい。そこで，空洞化を雇用機会の喪失

で捉えて，輸入の増加や日本企業の海外進出に

よる国内雇用への影響についてみることにしよ

う。

日本全国の就業者数は 1994 年から 2018 年に

かけて 6780 万人から 6930 万人に増えている。

一方，製造業での就業者は 1520 万人から 1070

万人へと大きく減少した23)。この期間，輸入

や海外直接投資は継続的に増加したが，それら

が製造業での雇用機会を低下させたと結論付け

るのは無理がある。その期間においては雇用に

影響を与える様々な動きがあったからである。

雇用に影響を与える要素としては技術進歩や需

要の変化などが重要である。労働力を削減する
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ような技術の開発や需要の工業製品からサービ

スへのシフトは製造業での雇用を減少させる。

輸入や対外直接投資の雇用への影響を厳密に

捉えるために，企業レベルあるいは事業所レベ

ルのデータを用いた詳細な分析が行われてき

た24)。それらの分析結果からは，日本への輸

入の雇用への影響はほとんどないことが示され

ている。中国からの輸入の日本の雇用への影響

を分析した研究では，中間財の輸入に関しては

予想とは反対に雇用を創出することが示されて

いる25)。矛盾するような分析結果であるが，

工業製品の生産や輸出の増加に伴って工業製品

の生産に必要な中間財の輸入と雇用が増加した

可能性が高い。つまり輸入中間財と雇用との間

には補完的な関係が成立している。この分析結

果の一つの重要なポイントは企業のグローバリ

ゼーションの雇用への影響を検討する場合に，

輸入だけではなく輸出も同時に考慮しなければ

ならないということであろう。日本企業による

海外直接投資の国内での雇用への影響について

行われた研究では，海外子会社の雇用を拡大さ

せた企業は日本本社の雇用，特にサービス部門

の雇用を拡大させているという結果が得られて

いる26)。つまり海外子会社と本社の雇用につ

いては補完的関係が認められている。

輸入や対外直接投資の雇用への影響について

は，異なる能力を持つ労働者への影響に関する

研究が重要な問題を指摘している。日本の輸入

は単純労働集約的な財の割合が高く，また，日

本企業が多く進出しているアジア諸国での事業

では単純労働を大量に雇用するケースが多いこ

とから，輸入や対外直接投資の拡大は日本での

単純労働に対する需要を低下させる。それとは

対照的に日本では高度人材を多く必要とする活

動が拡大している。単純労働に対する需要が低

下する一方高度人材に対する需要が増加するこ

とから，賃金・所得格差が拡大する27)。

OECD によると，日本の GINI 係数は 2009 年

と 2015 年において，各々，0.336 と 0.339 で

ほとんど変化はないことから，日本では所得格

差は近年では拡大していないということになる

が28)，多くの国民は所得格差が拡大している

と感じている。因みに，所得の不平等を生む原

因としては，グローバリゼーションだけではな

く，高度人材を必要とする技術の開発や適用も

指摘されている。

Ⅲ さらなるグローバリゼーションにより

実現する日本の経済成長

日本経済はグローバリゼーションによっても

たらされるメリットを享受することで，成長を

実現させてきた。日本企業による外国での活動

の拡大は企業の生産性の向上を通して日本経済

の成長に貢献してきた。一方，外国企業の受け

入れなどによる国内経済のグローバリゼーショ

ンは遅れており，日本経済にとって成長の機会

を活かせていない。少子高齢化の進展により国

内市場の拡大が難しい日本において，経済成長

を実現するには対外および対内両面におけるグ

ローバリゼーションの推進が必要である。この

目標を実現するための方策を考えてみたい。

経済のグローバリゼーションを進めるにあ

たって世界各国は三つの大きなリスクに直面し

ている。新型コロナ禍と今後発生する可能性の

高い新たな感染症，米中貿易戦争・覇権競争，

保護主義である。これらのリスクに対して日本

政府および日本企業はどのように対処すべきで

あろうか。

新型コロナは多くの人々の命を奪い，健康を
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冒した。新型コロナ対策として実施されたヒト

の移動の制限は経済に大きな打撃を与えた。こ

の経験から学習することで将来の感染症への対

応を準備しておかなければならない。一つの例

として，生産ネットワークの多角化の重要性が

挙げられる。グローバリゼーションによるメ

リットの実現に大きな役割を果たした生産ネッ

トワークは被害を受けたが，生産ネットワーク

の多角化を進めていた企業は被害を軽減するこ

とができた。多角化が生産ネットワークの強靭

性を高める。ヒトの移動の制限に対しては，デ

ジタル技術の急速な発展によってヒトの移動を

情報（データ）の移動で代替できるような状

況，ボールドウィンの言う第三のアンバンドリ

ングが進展していることから，データの移動で

対応することが有効であることも分かった。実

際，多くの大学では対面授業をオンライン授業

に切り替え，多くの企業ではリモートワークを

実施している。

米中覇権競争の激化によって深刻化している

国家安全保障問題への対応としてモノ，ヒト，

カネ，情報の移動が制限されるようになってい

る。覇権競争そのものへの対応は米中以外の

国々にとってできることは限られているが，覇

権競争に関連する問題などに対しては，日本政

府や企業は対応策を考えておかなければならな

い。例えば，国家安全保障上問題となるような

モノに関する生産ネットワークから中国を除外

するというような対応が考えられる。

保護主義への対応としては，保護主義の重要

な原因になっている所得などの経済格差を削

減・解消させ，すべての人々が利益を得ること

ができるような包摂的成長の実現が必要であ

る。具体的には，グローバリゼーションのメ

リットを享受できない人々・労働者の人的能力

を向上させるような教育や訓練に対する政府に

よる支援が有効であろう。

三つのリスクへの対応を個々に考えたが，共

通する対応もある。モノ，ヒト，カネ，情報の自

由な移動を保障するような国際ルールの構築・

整備・実施である。三つのリスクとモノ，ヒ

ト，カネ，情報の移動に関しては一対一の対応

という形にはなっていないが，ヒトの移動を制

限する感染症リスクに対しては情報の自由な移

動を可能にするようなルール，米中貿易戦争や

保護主義の台頭によるモノや情報などの移動の

制限に対しては貿易やデータ移動に関するルー

ルの整備と厳格な適用が必要である。国際ルー

ルの問題に対しては，日本は同じような考えを

持つ国々と協力すると共に，問題解決のために

先導的役割を果たすことが求められている。

三つのリスクへの共通の対応としての課題と

も捉えることができるが，日本経済のグローバ

リゼーションを推進する際の大きな課題として

は，人材の育成が挙げられる。育成すべき人材

については，企業や政府など所属する組織や部

門・産業・職種などによっても異なるが，共通

して求められるのは，デジタル革命によって出

現する新たな技術を活用できる能力や外国の

人々と円滑に意思疎通ができるコミュニケー

ション能力などを持ち，多様な文化や社会を許

容し，向上心および柔軟性に富む教養のある人

材であろう。人材の育成にあたっては，日本人

学生の留学や外国人学生の受け入れを始めとし

て，様々な形での人々の国際交流が重要であ

る。

［注］

1）2000 年代初めまでの日本経済のグローバリゼーションにつ

いては，浦田（2009）を参照。グローバリゼーションについ

ては経済産業省（2020）が興味深い分析を行っている。
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2）後述するように，生産ネットワークは生産工程を分解し，

それらを国際的に配置するような企業の行動であるが，同じ

ような概念に，グローバル・バリュー・チェーン（GVC）や

サプライ・チェーン（SC）などがある。厳格な定義はないよ

うであるが，大雑把に言えば，GVC は製品の開発，生産，

販売，アフターサービスなど製品に関するすべての工程（よ

り正確には付加価値）を対象としているのに対して，SC は

生産と販売，生産ネットワークは生産を対象としているとい

う違いがある。但し，これらの用語は区別をしないで使用さ

れる場合が多い。GVCについては猪俣（2019）等を参照。

3）このような日本と東アジア諸国との貿易関係は，近年開発

され活用されるようになった付加価値貿易の統計からも認め

られる。具体的には，日本の輸出に占める外国による付加価

値（FVA）の割合は低いのに対して，日本の付加価値が外国

の輸出に使われる（DVX）割合が高い。一方，タイやマレー

シアなどの東アジア諸国の付加価値貿易パターンは日本とは

対照的になっている。FVAや DVXなど付加価値貿易に関す

る統計は UNCTAD などから入手可能。https://worldmrio.

com/unctadgvc/

4）日本企業による対外直接投資と外国企業による日本への対

内直接投資については，清田（2015）が実証研究を包括的に

サーベイすると共に示唆に富んだ分析を行っている。日本企

業のグローバリゼーションに関する多くの興味深い実証研究

の成果が若杉（2011）に収録されている。

5）UNCTAD, FDI database. https: //unctadstat.unctad.org/

wds/TableViewer/tableView.aspx?ReportId＝96740

6）日本銀行，直接投資統計 https://www.mof.go.jp/interna

tional_policy/reference/iip/data.htm

7）Kimura and Todo（2010）は日本からのインフラ建設のため

の開発援助が日本からの直接投資を誘発する効果（先兵効

果）があることを見出した。この点に着目して，日本の経済

協力を援助・投資・貿易からなる三位一体型と呼ぶことがあ

る。

8）Baldwin（2016）はアンバンドリング（分離）という概念を

用いてグローバリゼーションを 3 段階に分けている。グロー

バリゼーションの第一段階は生産と消費が分離され，生産地

と消費地が貿易で結ばれる（1820 年頃〜1990 年頃）。第二段

階は生産システムが工程・タスクごとに分離され，それらが

国際的に配置される（1990 年頃〜2015 年頃）。第三段階はヒ

ト単位で国際分業が行われる（2015 年頃〜）。

9）日本は 21 世紀に入ってから対外直接投資を継続的に拡大さ

せており，2018 年，2019 年は連続して世界最大の対外直接

投資国であった。

10）日本貿易振興機構（ジェトロ），直接投資統計 https://www.

jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi.html

11）日本銀行，直接投資統計

12）葭・石本（2019）

13）清田（2015）は，阻害要因に関する計量経済学的手法を用

いた学術研究からは，明確な分析結果が得られていないこと

を記している。そのような分析結果の一つの原因としては，

阻害要因には数量化が難しいものがあることが考えられる。

14）野村総合研究所（2020）

15）調査の対象となる国の数が異なることから，ランキングの

経年変化を厳密に検証することはでいないが，日本の順位は

2010 年には 20 位であったが，その後，ランクを下げて 2018

年の調査では 39 位になっている。同調査についてはWorld

Bank, Ease of Doing Business ranking を参照 https://www.

doingbusiness.org/en/rankings

16）2019 年の数値である。同指標については，OECD FDI

Regulatory Restrictiveness Index を参照 https: //www.

oecd.org/investment/fdiindex.htm

17）清田（2015）および Ito（2021 掲載予定）を参照。

18）Todo and Inoue （2021 掲載予定）を参照。

19）清田（2015）を参照。

20）日本企業が対外直接投資によって設立した拠点で利益を上

げ，その利益（あるいはその一部）を日本に還流させたなら

ば，日本の国民総所得に計上される。

21）日本銀行，国際収支統計，直接投資収益，https://www.

boj.or.jp/statistics/br/bop_06/index.htm/

22）日本への対内直接投資の効果については，深尾・天野

（2004），清田（2015）などを参照。

23）経済産業研究所（RIETI），JIP データベース 2021，部門別

従業者数（人）https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2021

/index.html

24）Ito（2021 掲載予定）はグローバリゼーションの労働に与

える影響についての学術的研究を紹介している。

25）Taniguchi（2019）。米国での中国からの輸入が米国の雇用

の減少をもたらしたという結果と対照的である。米国での分

析結果については，Taniguchi（2019）で取り上げられてい

る文献などを参照。

26）Ando and Kimura（2017）.

27）Ito（2021 掲載予定）を参照。

28）OECD, https: //www.oecd.org/social/income-distribution-

database.htm 一方，世界銀行の統計によれば，日本の GINI

係数は 2008 年から 2013 年にかけて，0.348 から 0.329 に低

下している。https://databank.worldbank.org/reports.aspx?

source＝world-development-indicators
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